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あらまし 本論文では，マルチクラスゾーン ITS情報通信方式を提案した上，車両の安全を目的とする通信の
性能評価において一般性が高くなるよう考慮して評価方法を規定し，これを用いてマルチクラスゾーン ITS情報
通信方式の基本性能を評価し，基地局の設置効果の検証を行っている．提案方式は，小さな通信帯域幅で安全の
ための高品質な通信を実現するために，交差点特有の事故が発生しやすい領域を考慮し，3 種の通信領域におい
て役割の異なる通信 (TDMA，Slotted ALOHA，CSMA)を行う車車間・路車間統合通信である．本論文では，
車両の安全を目的とした通信の性能評価のために，他車両との中心座標の距離が 2 s 以内に一瞬でも 5 m 以内に
なると予測される車両を他車両と衝突可能性が高い車両と定義した上，これに基づき，短時間で他車両と衝突可
能性が高いと判定された車両の衝突回避に必要な情報の取得率を評価指標として用いている．マルチクラスゾー
ン ITS情報通信方式評価用シミュレータを構築し，このシミュレータを用いて通信の基本性能評価を行っている．
その結果より，数種の交通状況において，通信帯域幅と最近傍領域における必要情報取得率の関係を示している．
提案方式は，本論文で仮定した通信環境下において，主道路両側 5車線・従道路両側 3車線の交差点に基地局を
設置する場合，必要情報取得率 80%を満たす通信帯域幅が 6 MHz 程度から 3 MHz 程度へ，90%を満たす通信
帯域が 13 MHz から 3.5 MHz 程度へ減少することを明らかにしている．平均車両密度 55 Veh./km/lane，通信
帯域幅 3.5 MHz の場合に，基地局の設置による必要情報取得率の向上は最大となり，必要情報取得率約 70%か
ら約 90%に向上することを明らかにし，特に交通量の大きい交差点において基地局設置効果が高いことを示して
いる．以上より，マルチクラスゾーン ITS 情報通信方式の効果を示している．

キーワード マルチクラスゾーン ITS 情報通信方式，交差点，安全，衝突可能性判定，車車・路車統合通信

1. ま え が き

自動車事故の件数や死者数は減少傾向にあるが，そ

の数は依然として多い．約半数の事故が交差点で発

生しており，交差点における事故削減が社会的に重

要である．これらの事故は，人・車・インフラにおい

て，互いの位置・移動速度などの情報共有 (Vehicle

Information Sharing：VIS) [1] の実現により削減可

能である．VIS実現のために現在までに多くの通信方

式に関する研究が行われている [2]～[15]．

これらの従来研究は車車間通信に関する研究 [2]～
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[8]と路車間通信に関する研究 [9], [10]，更にこれらを

統合した車車間・路車間統合通信に関する研究 [11]～

[15]の三つに分類できる．車車間通信はインフラを用

いないため，社会的コストが小さいという利点があ

る．車車間通信において，実装の容易さの観点から，

CSMA 方式を用いた制御は実現可能性が高い．これ

はインフラによる通信制御を行わず，各車が自律的に

通信を行うため，比較的簡易に通信範囲内で一様な通

信品質を実現できる．一方で，このような車車間通信

は路車間通信と比べて，帯域幅の利用効率は低く，特

にオファードロードが高い場合，通信品質は劣化する．

路車間通信は基地局による集中管理が可能であるた

め，前述したような車車間通信に比べ，通信範囲内に

おいて高い通信品質を実現可能である．ただし，全て

の道路においてインフラを設置することは社会的コス

トの面から合理的でない．
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車車間・路車間統合通信は，車車間通信と路車間通

信の長所を組み合わせることが可能である．例えば車

車間通信失敗時の基地局によるパケット中継方式の提

案 [12]が行われている．

安全のための通信において，最も重要な点は衝突す

る可能性が高い車両同士の通信性能である．更に小さ

い帯域幅で，安全のための通信を実現することも重要

である．また交差点での事故の大半は交差点内とその

周辺で発生する．したがって，この事故が発生しやす

い場所（交差点内とその周辺）ではリアルタイムかつ

確実な通信，事故が発生しにくい場所（交差点より遠

方）ではベストエフォートの通信を行うことで，小さ

い帯域幅で安全のための通信が実現できる．

しかしながら，従来研究ではこれに着目し，交差点

特有の事故が発生しやすい場所を考慮して通信を切り

替える通信方式の検討が行われていない．更に，安全

のための ITS 情報通信に関する従来研究では，全体

の通信性能評価やシナリオごとの評価は行われている

が，安全のための通信において重要な，他車両と衝突

可能性の高い車両のみを対象とし，かつ一般性の高い

評価は行われていない．

そこで本論文では，小さな通信帯域幅で安全のため

の高品質な通信を実現するために，交差点特有の事故

が発生しやすい領域を考慮して，3種の通信領域にお

いて役割の異なる通信を行う車車間・路車間統合通信

である，マルチクラスゾーン ITS情報通信方式 [16]を

提案する．更に，他車両と衝突可能性の高い車両のみ

を対象とし，かつ一般性が高くなるよう考慮して評価

方法を規定し，これを用いてマルチクラスゾーン ITS

情報通信方式の基本性能を評価し，基地局の設置効果

の定量的な検証を行う．

以降，2. では，従来の ITS 情報通信方式と従来の

評価方法について述べ，3.でマルチクラスゾーン ITS

情報通信方式の提案を行う．4.で他車両と衝突可能性

の高い車両のみを対象とし，かつ一般性が高くなるよ

う考慮して評価方法を規定し，5.でマルチクラスゾー

ン ITS 情報通信方式の基本性能評価を行い，6. にむ

すびを示す．

2. VIS実現のための ITS情報通信の研究

2. 1 従来の ITS情報通信方式

ITS情報通信は，車車間通信と路車間通信，更にこ

れらを統合した車車間・路車間統合通信の三つに分類

できる．車車間通信に関する研究の多くは，実装の容

易さの観点から，CSMA 方式による実現を想定して

いる．例えば，[2]では，CSMA方式を用いた車車間通

信による協調走行の実現に関する研究を行っている．

車車間通信はインフラを用いないため，社会的コス

トが小さいという利点がある．また，CSMA 方式を

用いる場合，インフラによる通信制御を行わず，各車

が自律的に通信を行うため，比較的簡易に通信範囲内

で一様な通信品質を実現できる．一方で，このような

車車間通信は，多くの場合，自律的に通信を行うため，

送信タイミング制御の空き時間を多く要することや，

オファードロードが高い場合に通信の失敗が多くなる

ことから，路車間通信と比べて，帯域幅の利用効率が

低い．特に通信範囲内にいる車両に対して十分な帯域

幅が確保されていない場合，危険性の高い車両に対し

て高品質な通信を保証することができない．CSMA方

式以外を用いる通信に関する研究では，TDMA方式

を用いたリアルタイム通信方式の検討 [3], [4]も行われ

ているが，これらは CSMA方式を用いたものと比べ，

実装は複雑である．

路車間通信は基地局による集中管理が可能であるた

め，車車間通信に比べ，帯域幅の利用効率が高く，通

信範囲内において高い通信品質が実現可能である．例

えば，[9]では道路照明を用いた連続型路車間通信シス

テムの提案が示されており，[10] では交通量に応じた

動的な通信範囲の構成方法の提案が行われている．た

だし，車両が走行する全ての道路にインフラを設置す

ることは社会的コストの面から合理的でない．ここで

重要な点は路車間通信はインフラで集中管理を行うこ

とで，車車間通信と比べ，帯域をより効率的に使うこ

とが可能になることである．

車車間・路車間統合通信は，車車間通信と路車間通

信の長所を組み合わせることが可能である．例えば車

車間・路車間統合通信に関する研究では，車車間通信

失敗時の基地局によるパケット中継方式の提案 [12]や，

路車間通信におけるシャドーイングや車車間通信にお

ける普及率の問題を解消する方式の提案 [13]が行われ

ている．

しかしながら，車車間・路車間統合通信に関する従

来研究では，交差点特有の事故が発生しやすい場所を

考慮して通信を切り換えることで，小さい帯域幅で安

全のための高品質な通信を実現する方式の研究が行わ

れていない．

2. 2 従来の評価方法

ここでは，通信性能評価の対象と，評価指標の観点
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から，従来の評価方法を整理する．

従来研究は通信性能評価の対象という観点から，大き

く分けて，全車両を評価対象とするもの [2]～[4], [9]～

[15]と，特定の位置関係にある 2車両を対象とするも

の [5]～[8] に分類できる．[5] では，右直事故と出会い

頭事故に関する評価を行い，[6]では，右折待ち車両と

直進車両を対象とした評価を行っている．これらの研

究では，限られたシナリオのみを評価対象としている．

更に従来用いられている評価指標は，全体性能を評

価するための指標 [2]～[5], [7]～[15]と，特定の事故回

避のための評価指標 [6] がある．前者の指標には，受

信失敗率，連続パケット破棄数，遅延時間がある．一

方，後者の指標には，初回相手車両把握地点や最大情

報更新距離がある．初回相手車両把握地点は，予防安

全サービスを開始する地点が間に合っているか否かを

判断するための指標である．また，最大情報更新距離

は，車両の挙動把握頻度を距離で評価するための指標

である．

安全のための通信で特に重要な点は危険性が高い車

両の通信性能である．しかしながら，従来研究では，

通信範囲全体の通信性能評価やシナリオごとの評価は

行われているが，他車両と衝突可能性の高い車両のみ

を対象とし，かつ一般性の高い評価は行われていない．

3. マルチクラスゾーン ITS 情報通信方
式 [16]～[18]

3. 1 概 要

安全のための通信において，最も重要な点は衝突す

る可能性が高い車両同士の通信性能である．交差点で

の事故の大半は交差点内とその周辺で発生する．財団

法人交通事故総合分析センターが提供している平成 21

年度の交通事故統計年報では，車両相互型の事故は，

交差点と交差点付近で，それぞれ 284,175件と 83,283

件，合計 367,458件発生したことが示されている．そ

して単路では，250,187件発生したことが示されてい

る．上述した交差点の領域は，事故統計上，横断歩道

も自転車横断帯もない場合は図 1 に示す濃い灰色の道

路領域であり，横断歩道または自転車横断帯がある場

合はこれらを含む内側の領域を指す．また，交差点付

近とは交差点の領域の側端から 30 メートル以内の道

路領域である．単路は，事故統計上，「交差点（付近も

含む）」「踏切」「一般交通の場所」以外の道路部分であ

る．加えて道路長を考慮した場合，交差点とその付近

における単位長当りの事故発生件数は突出する．した

図 1 事故統計上の交差点領域（横断歩道も自転車横断帯
もない場合）

Fig. 1 Intersection area in accident statistics (neither

pedestrian crossing nor cycling crossing).

図 2 マルチクラスゾーン ITS 情報通信方式
Fig. 2 Multi-class zone ITS communication scheme.

がって，交差点特有の事故が発生しやすい場所を考慮

して通信を切り換えることで，つまり事故が発生しや

すい場所（交差点内とその周辺）ではリアルタイムか

つ確実な通信，事故が発生しにくい場所（交差点より

遠方）ではベストエフォートの通信を行うことで，小

さい帯域幅で安全のための通信が実現できる．

マルチクラスゾーン ITS 情報通信方式は，図 2 に

示すように，3種の通信領域において，役割の異なる

通信を行うことで，小さい帯域幅で，交差点周辺に

おいて確実かつ周期的な通信を行う．3種の通信領域

は，交差点に近傍な領域から順に，最近傍領域，準

近傍領域，その他の領域とする．実装の容易さに鑑

み，これらの領域では，それぞれ，第 1種交差点路車

間通信 (TDMA)，第 2 種交差点路車間通信 (Slotted

ALOHA)，車車間通信 (CSMA)を行う．第 2種交差

点路車間通信では，Slotted ALOHA 方式を用いて，

第 1種交差点路車間通信における通信準備（スロット

予約）と，可能な限り高品質な通信を行う．そして，

第 1種交差点路車間通信では，事前に予約したスロッ

トを使用し，TDMA方式を用いた通信を行う．通信の

切換は，高精度な自位置特定と基地局の位置情報デー

タベースの搭載を前提とし，各車両が通信領域の変更

を判断して行う．その他の領域（基地局が設置されて

いない交差点を含む）では，CSMA 方式でベストエ

フォートの通信を行う．

ただし，交差点間の距離が短い場合，路車間通信
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図 3 フレーム構成
Fig. 3 Frame structure.

（第 1種・第 2種交差点路車間通信）領域が重なる．路

車間通信領域の重なりによる電波干渉を避けるために，

隣接交差点では異なる通信帯域を利用する．また，割

当スロット数不足の場合，基地局は最近傍領域に近い

車両を優先してスロット割当を行う．

図 3 に路車間通信のフレーム構成を示す．路車間

通信メインフレームは第 1種交差点路車間通信サブフ

レームと第 2 種交差点路車間通信サブフレームから

構成される．アップリンクとダウンリンクの分割は，

各サブフレーム内において，TDD (Time Division

Duplex)で行う．

次に，提案方式における路車間通信について具体的

に述べた上，VIS実現のために各車両が行う処理を説

明する．各車両は 1スロットを利用し，自車情報など

（車両 IDと位置と速度，加えて必要な情報がある場合

はその要求）を基地局に送信する．基地局は 1スロッ

トを利用し，1台の車両の情報のみ送信する．具体的

には，基地局は，最近傍領域の車両 1台に対して，第

1種交差点路車間通信サブフレームのダウンリンク用

スロットを一つ用いて，車両 IDや位置，速度，その車

両が要求した情報（サイズが大きい場合，その対象車

両用の次のスロットに分割）を送信する．一方，準近

傍領域の車両 1台に対して，第 2種交差点路車間通信

サブフレームのダウンリンク用スロットを一つ用いて，

上述した情報にスロット予約情報（利用可能なスロッ

トの情報）を付加した上，送信する．各車両は，基地

局が送信するパケットを観測し，これらに含まれる車

両 ID と自車 ID を比較することで，自車が要求した

情報を取得した上，他車両の情報（位置や速度）を取

得する．これにより，路車間通信領域に存在する車両

同士で，互いの位置や速度の情報共有が可能となる．

上述したフレーム構成より，周波数の逼迫状況を考

慮した実現性の高い帯域幅では，第 1種路車間通信で

はおおよそ 0.1 s ごとに周期的な通信が実現され，第

2 種路車間通信では，おおよそ 1 s ごとに周期的な通

図 4 通 信 手 順
Fig. 4 Communication procedure.

信が実現される．一般的に，衝突 2 s前に情報取得す

ることで多くの事故が回避できるといわれている．ま

た，前述したように，最近傍領域は，準近傍領域に比

べ事故の発生件数が高く，加えて道路長を考慮した場

合，最近傍領域における単位長当たりの事故発生件数

は突出する．したがって筆者らは，小さな通信帯域幅

で安全のための高品質な通信を実現する場合，交差点

における事故の大半が発生する最近傍領域で確実な通

信ができれば，準近傍領域で 1 sに 1回以下の通信で

もおおむね問題がないと考えている．

3. 2 通 信 手 順

図 4 に通信手順を示す．まず，その他の領域を走行

中の車両は基地局を必要としない車車間通信を行う．

車車間通信では，CSMA 方式を用いて，路車間通信

の空きスロットを使用して通信を行う．次に，車両は

準近傍領域に進入すると，基地局からのパイロット信

号を受信し，フレーム同期を行うことで，第 2種交差

点路車間通信を開始する．第 2種交差点路車間通信で

は，Slotted ALOHA方式を用いて，第 1種交差点路

車間通信における通信準備（スロット予約）と，可能

な限り高品質な通信を行う．

スロット予約手順について説明を行う．前述したよ

うに，準近傍領域内の車両は，第 2種交差点路車間通

信サブフレームのアップリンク用スロットを用いて，

車両 IDと位置と速度，加えて必要な情報がある場合

はその要求（例えば，渋滞情報の要求など）を基地局
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に Slotted ALOHA方式で送信する．この自車情報の

送信により，各車両は自車の存在を基地局に伝え，こ

れが結果的にスロット予約の要求となる．次に基地局

は，準近傍領域内の車両の情報を収集後，準近傍領域

内の各車両の位置情報と第 1 種路車間通信用サブフ

レームの空きスロット数を考慮し，スロットの割り当

てを行う．そして基地局は，第 2種の交差点路車間通

信サブフレームのダウンリンク用スロットを用いて，

車両 IDや位置，速度，スロット予約情報（利用可能

なスロットの情報），加えてその車両が要求した情報

（サイズが大きい場合，その対象車両用の次のスロッ

トに分割）を送信する．このとき，基地局は 1スロッ

トを利用し，1台の車両の情報のみ送信する．各車両

は，基地局が送信するこれらのパケットに含まれる車

両 ID と自車 ID を比較し，自車のスロット予約情報

を取得する．

最近傍領域に進入した車両は第 1種交差点路車間通

信を行う．第 1種交差点路車間通信では，事前に予約

したスロットを使用し，TDMA 方式を用いた通信を

行う．車両は最近傍領域を退出後にスロットを解放し，

再度，第 2種交差点路車間通信を行う．

このように通信を切り換えるため，基地局の設置さ

れていない交差点では，CSMA 方式を用いた車車間

通信が行われる．そのため，基地局が設置されていな

い交差点においても，シームレスな通信が実現できる．

4. 他車両と衝突可能性の高い車両のみを
対象とし，かつ一般性を考慮した評価方
法 [19]

4. 1 他車両と衝突可能性の高い車両の判定方法

車両の安全を目的とした通信方式において，危険性

の高い車両のみを対象とした通信性能評価が重要であ

る．本論文では，何らかの理由でハンドル操作または，

アクセル/ブレーキ操作を失敗した場合に，短時間で

危険性が高い状況となる車両同士の通信性能を評価す

ることを目的とし，これらの車両を分母にした上，通

信の性能評価を行う．例えば，隣接する車線を併走す

る 2台の車両は，このまま通常走行を続けた場合は衝

突する可能性が低いが，何らかの理由でハンドル操作

または，アクセル/ブレーキ操作を失敗した場合に，短

時間で危険性が高い状況となるため，他車両と危険性

が高い車両と判定される．本論文では，他車両との中

心座標の距離が 2 s以内に一瞬でも 5 m以内になると

予測される車両を他車両と衝突可能性が高い（危険性

が高い）車両と定義している．

個々の車両の挙動は，個々の運転者の特性（年齢，

運転頻度，視力など）や機械的特性に依存し [20]，予

測時間が長くなるほど誤差が増加するため，数十秒間

の移動軌跡を高精度に予測することは困難である．更

に，1 s程度の進行方向空間（車間距離）であっても，

現実には衝突は少数である．前車が普通に停止する限

り，当該車両の実質的な進行方向空間は，当該車両の

進行方向空間距離に前車の停止距離を加えたものにな

り，多くの場合，前車の停止距離と当該車両の停止距

離が大幅に異ならないため，衝突は発生しない．一般

的には，2 s程度前に警告することで，多くの事故は回

避可能であることがいわれている．また，欧米では推

奨される進行方向空間時間を 2 s以上，日本でもそれ

を踏襲していることが多いと示されている [20]．また，

この数値は複数の警察署の HPにも掲示されている．

更に，[21]で示されている現行の衝突軽減ブレーキシ

ステムは，国土交通省の技術指針に基づき，走行速度

15 km/h以上，法定速度以下で作動し，自動制御にお

ける作動減速度は 5.0 m/s2以上，大型車両が 3.3 m/s2

以上とされている．これは，運転者が制動により回避

を行い，それが衝突軽減ブレーキシステムの作動減速

度を上回るものであれば，運転者の制動を優先し，シ

ステムをオーバーライドできる仕組みである．自動制

御は，乗用車の場合は TTC (Time To Collision) が

1.4 s，大型自動車の場合は TTC が 1.6 s から開始可

能である．

加えて [22]では，後側方障害物警報システムに関す

る車線変更シミュレーションを行い，一般道に比べて

移動速度が大きい高速道路において，TTCが 2 s以上

の場合，後続車の制動だけでも衝突回避が期待できる

こと，TTCが 2 s未満の場合では車線変更を行う車両

で警報を提示することが必須であることを示している．

以上より，本論文では，現実的な衝突可能性判定の

精度と安全のための通信の要件に鑑み，衝突可能性が

高いかどうかの判定基準として 2 sを用いている．

図 5 を用いて具体的な衝突可能性判定方法を述べ

る．衝突可能性判定は，まず，2車両の位置（中心座

標），速度，加速度を用いて，相対位置（点 A(0.0) 及

び点 B(xr, yr)），相対速度 Vr，相対加速度 αr を求め

る．次に，これらの値を用いて，2 車両の 2 s 間の相

対位置を予測する．予測相対位置は，等加速度運動を

仮定して求める．そして，2 s 間の 2 車両の予測相対

位置が一瞬でも 5 m以内となる場合に，衝突可能性が
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図 5 衝突可能性判定モデル
Fig. 5 Model to examine collision possibility.

図 6 必要情報取得率の計算例
Fig. 6 Calculation example of Ratio of received

information necessary.

高い状態と判定する．

4. 2 評 価 指 標

安全のための通信では，危険性の高い車両が危険回

避に必要とする情報の取得率が高いことが要求される．

本論文では評価指標として，他車両と衝突可能性の高

い車両の必要情報取得率を（必要情報の取得回数）/

（衝突可能性が高く，他の車両の情報取得を必要とし

た回数）と定義し，用いる．必要情報とは，車両が衝

突回避に必要とする，相手車両の位置や速度等の情報

である．

図 6 を用いて必要情報取得率の計算方法を説明す

る．図 6 では，衝突可能性判定により車両 A と車両

B，車両 Bと車両 Cが互いに衝突可能性が高いと判定

されたとする．この場合，車両 Aは車両 Bの情報取

得を必要とする．同様に，車両 Bは車両 A及び車両

Cの情報取得を必要とし，車両 Cは車両 Bの情報取

得を必要とする．よって，衝突可能性が高く，他車両

の情報取得を必要とする回数は 4回となる．これに対

する必要情報取得の成否を以下のように仮定すると，

1© 車両 Aは車両 Bの情報取得に成功

2© 車両 Bは車両 Aの情報取得に成功

3© 車両 Bは車両 Cの情報取得に成功

4© 車両 Cは車両 Bの情報取得に失敗

この場合，必要情報の取得回数は 3回となり，衝突可

能性の高い車両の必要情報取得率は 75%となる．ま

た，車両 Aと車両 Cは互いに衝突可能性が高いと判

定されないため，車両 Aと車両 Cにおける互いの情

報取得の成否は必要情報取得率に影響しない．

5. 基地局設置効果の定量的評価 [19]

他車両と衝突可能性の高い車両のみを対象とし，か

つ一般性を考慮した判定モデルと前述した評価指標を

含む，マルチクラスゾーン ITS情報通信方式の評価用

シミュレータを構築した上，定量的な評価を行う．こ

のシミュレータの交通流部は [23]を利用している．こ

の交通流シミュレーションは 0.1 s 刻みで行われるた

め，衝突可能性判定は 0.1 s間隔で行う．

この交通流部について述べる（詳細は [23] 参照）．

道路は仮想的な一般道で，主道路と複数の従道路で構

成され，各交差点には信号機が設置されている．車両

モデルは乗用車を仮定し，各運転者は周囲の交通状況

を判断して運転する．片側 3 車線の場合，車両発生

箇所が 3あり，評価対象エリアへの車両の進入は車線

ごとにポアソン生起するものとしている．最低車間距

離以内で車両が進入する場合には，車両プールで待機

し，最低車間距離確保後に進入する．その後，運転者

は信号機を見て，信号現示に従った運転を行う．この

シミュレータではこれらの判断に運転者ごとのばらつ

きがないものとしている．[23]では，この交通流シミュ

レータを用いて，大都市を想定する道路ネットワーク

の一部区間（11 交差点）を対象に平均旅行時間の評

価を行い，その結果，閑散時（主道路の平均車頭間隔

40 s以上）では，平均旅行速度が約 45 km/h以上，混

雑時（主道路平均車頭間隔が 10 sの場合）に平均旅行

速度が約 15 km/h であることを示している．交通セ

ンサス [24]では，東京都特別区の混雑時の平均旅行速

度は約 18 km/hであることが示されており，おおよそ

一致している．

5. 1 帯域幅の検討方法

安全の観点から，マルチクラスゾーン ITS情報通信

方式における基地局設置効果の定量的評価を行う．た

だし，前述したように，マルチクラスゾーン ITS情報
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通信方式は，基地局の設置されていない交差点では，

CSMA 方式を用いた車車間通信を行うため，提案方

式において基地局の有無による性能比較は，提案方式

と CSMA方式を用いた車車間通信方式の比較も意味

する．

交差点での事故の大半は交差点内またはその周辺

で発生するため，本論文では最近傍領域（停止線上流

50 m）を主たる評価領域とする．利用可能な通信帯域

幅は有限かつ貴重な資源であり，通信帯域幅と通信性

能の関係を明らかにすることが重要となる．

ここではまず，数種の交通状況ごとで，評価を行う

各通信帯域幅において，第 1種交差点路車間通信の必

要情報取得率が最も高くなる，第 1 種交差点路車間

通信と第 2 種交差点路車間通信，それぞれの通信帯

域幅を求める．そして各交通状況，各通信帯域幅にお

いて性能が最も高い帯域利用をした場合を最高性能と

し，性能比較を行う．本論文では，帯域幅の計算は，

誤り訂正，ロールオフ率，ヘッダを全て含めて 1 Hz =

1 bit/sとして計算するものとする．

5. 2 シミュレーション諸元

本論文では，種々の通信帯域幅において交通量と通

信の基本性能の関係を検討するために，主方向の 1車

線あたりの平均車頭間隔を 7 s，15 s，30 s とした，3

種の交通状況に対して評価を行う．各平均車頭間隔に

対する平均車両密度は，それぞれ 55 veh./km/lane，

20 veh./km/lane，10 veh./km/laneである．また，都

市部の交差点を想定し，図 7 に示すように，主道路両

側 5車線，従道路両側 3車線とした．ここでは交差点

数を 3とし，中央の交差点における通信性能を評価す

る．各直進・右左折希望率を表 1 に示す値とし，また

直進車両の車線変更選択率は 80%とした．シミュレー

ション時間は 5000 sとした．

通信諸元を表 2 に示す．メインフレーム長は 0.1 s

とする．表中の路車間通信の通信範囲とは，基地局と

車両が通信可能な最大距離であり，車車間通信の通信

範囲とは，車両と車両が通信可能な最大距離である．

一方，キャリアセンス半径とは，車車間通信において

各車両のデータ送信の際に行うキャリアセンスの最大

距離である．本論文では，通信機器は車両の中央に配

置されていると仮定している．表中の正規化遅延とは，

1スロット長（図 3 参照）で正規化した遅延時間であ

る．車車間通信のデータ送信試行間隔は平均 20 msの

ポアソン生起に従うものとする．第 2種路車間通信を

行う準近傍領域は，図 2 に示すように，停止線上流

図 7 道 路 諸 元
Fig. 7 Road parameters.

表 1 直進・右左折希望確率
Table 1 Probability of straight-moving, left-turn and

right-turn.

左折 [%] 直進 [%] 右折 [%]

主方向 10 80 10

従方向 40 20 40

表 2 通 信 諸 元
Table 2 Communication parameters.

通信範囲 路車間通信 250m

車車間通信 100m

キャリアセンス半径 200m

通信周期 0.1 s

正規化遅延 0.5

通信チャネル数 2CH

パケット長（データ長） 70 oct.(30 oct.)

50 mから 250 mまでの 200 mの範囲としている．ま

た，車車間通信の通信範囲は 100 m とした．これに

対して，隠れ端末による通信失敗を低減するために，

キャリアセンス半径を 200 mとし，評価を行う．

本論文では，提案方式の基本性能を評価することを

目的としているため，シャドーイングが発生しない交

通環境（大型車混在率 0，ビルなどの障害物なし）に

おいて，電波減衰と多重伝搬は発生しないものとして

性能評価を行う．本シミュレーションでは，ランダム

バックオフ終了のタイミングが同時の場合，パケット

衝突が発生する．本シミュレーション結果では，前述

のようにパケット誤りの発生条件を限定したことによ

り，現実の電波伝搬環境と比べ，通信性能が高い可能

性がある．大型車によるシャドーイングは，基地局の

アンテナの設置位置を高くすることによって影響を小

さくすることも可能である．また，必要に応じてマル

チホップさせることにより，通信性能の劣化を削減可

能である．ただし，マルチホップさせた場合，利用す
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る帯域幅が大きくなる．同様に周波数依存する電波減

衰や回折，多重伝搬を考慮した場合も通信性能は変化

する．これらに関する定量的評価も重要であるが，本

論文では提案方式の基本性能を評価することを目的と

しているため，これらを含めた性能評価は今後の課題

とする．また，SNR と多値多相化変調によっても通

信性能は変化するが，5.1でも述べたように，以降の

帯域幅の計算は誤り訂正，ロールオフ率，ヘッダを全

て含めて 1 Hz = 1 bit/sとして行う．

5. 3 評 価 結 果

基地局の設置されている交差点と基地局の設置され

ていない交差点において，通信帯域幅に対する最近傍

領域の必要情報取得率を評価する．更に，評価結果に

対して通信帯域幅と交通量の観点から基地局の設置効

果について検討を行う．

図 8 に通信帯域幅に対する最近傍領域における必要

情報取得率の評価結果を示す（情報取得を必要とした

回数は車両密度 55 veh./km/laneの場合，約 130万回

であった）．図 8 (a)は検討を行った全通信帯域幅に対

する結果を示しており，図 8 (b)は必要情報取得率の

変化が大きい部分に着目し，結果の詳細を示している．

通信帯域幅が極端に小さい場合（通信帯域幅がそれ

ぞれ，平均車両密度 55 veh./km/laneでは約 1.0 MHz

以下，平均車両密度 20 veh./km/laneでは約 0.4 MHz

以下，平均車両密度 10 veh./km/laneでは約 0.3 MHz

以下である場合)，基地局の設置されている交差点に

おける必要情報取得率は，基地局の設置されていない

交差点における必要情報取得率に比べて低くなった．

これは，このような条件下では，第 2種交差点路車間

通信における通信失敗の多発により，多くの車両がス

ロットの予約を行えないまま最近傍領域に進入してし

まうためである．これにより，基地局の設置されてい

る交差点の最近傍領域における必要情報取得率が低く

なる．

通 信 帯 域 幅 が そ れ ぞ れ ，平 均 車 両 密 度

20 veh./km/lane では約 6 MHz 以上，平均車両密度

10 veh./km/lane では約 2 MHz 以上の場合，基地局

の設置されている交差点と基地局の設置されていない

交差点における必要情報取得率はほぼ同等となった．

また，平均車両密度 55 veh./km/lane，通信帯域幅が

25 MHzの場合においても，基地局設置により，必要

情報取得率が約 5%高くなることがわかった．このよ

うな条件下では，TDMA方式（第 1種交差点路車間

通信）と CSMA方式のどちらにおいても，高い必要

(a) Overall view

(b) Enlarged view

図 8 最近傍領域における必要情報取得率
Fig. 8 Ratio of received information necessary in a

nearest area.

情報取得率を実現可能であることが分かる．

その他の通信帯域幅（例えば，平均車両密度

20 veh./km/laneの場合，通信帯域幅が約 0.4 MHz～

約 6 MHz）においては，基地局の設置による必要情報

取得率の向上が確認できる．提案方式で用いるTDMA

方式は，基地局が集中管理し，車両ごとに専用のスロッ

トを割り当てて通信を行うため，競合によるパケット

衝突が発生しない．一方，CSMA 方式を用いる車車

間通信では，自律分散的に通信を行うため，通信帯域

幅が十分に大きくない場合，競合によるパケット衝突

が発生する．そのため，このような通信帯域幅におい

ては，基地局の設置されている交差点の必要情報取得

率は，基地局の設置されていない交差点の必要情報取

得率に比べて高くなる．

また，必要情報取得率 80%を満たす通信帯域幅は，

基地局の設置されている交差点においては 3 MHz 程

度以上，基地局の設置されていない交差点においては

6 MHz程度以上必要となった．必要情報取得率 90%を
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満たす通信帯域幅は，基地局の設置されている交差点

においては 3.5 MHz程度以上，基地局の設置されてい

ない交差点においては 13 MHz程度以上必要であるこ

とが分かった．基地局の設置により，基地局を設置し

ない場合に比べて小さい通信帯域幅において高い必要

情報取得率を実現可能であることが分かる．

更に図 8 より，通信帯域幅に対する必要情報取得率

の関係は，交通量で大きく変化した．特に交通量の増

加によって，基地局設置による必要情報取得率の向上

の割合が増加する．これは，上述したように，提案方

式で用いる TDMA方式は，CSMA方式に比べ，通信

帯域幅の利用効率が高いためである．検討を行った交

通状況のうち，最も大きい交通量 (55 veh./km/lane)

において，基地局の設置による必要情報取得率の向上

は最大で 20%程度（通信帯域幅 3.5 MHz の場合に約

70%から約 90%に向上）となった．一方，最も小さい

交通量 (10 veh./km/lane)においては，基地局の設置

による必要情報取得率の向上は小さい．例えばこの交

通状況において，通信帯域幅 1.5 MHz に対する必要

情報取得率は，基地局の設置されている交差点では

99.9%，基地局の設置されていない交差点では 90%程

度となった．これより，交通量の小さい交差点におい

ては，基地局の設置を行わずとも，高い必要情報取得

率を得られることが分かる．しかし，必要情報取得失

敗率（必要情報取得率を 100%から引いた値）は，基

地局の設置されている交差点では 0.1%，基地局の設

置されていない交差点では 10%程度となる．したがっ

て，基地局の設置により，衝突の可能性が高い状態に

ある車両の必要情報の取得失敗回数を 1/100に削減可

能となる．そのため，交通量の小さい交差点において

も，基地局の設置効果があるといえる．

図 9 に通信帯域幅に対する準近傍領域における必要

情報取得率の評価結果を示す．この結果より，今回評

価を行った準近傍領域（停止線上流 50 m から 250 m

までの 200 mの範囲）では，検討した全ての状況にお

いて基地局を設置されていない場合の結果がよいこと

が分かった．しかしながら，前述したように，小さな

通信帯域幅で安全のための高品質な通信を実現する場

合，準近傍領域でスロットの予約を行い，事故の起こ

る確率の高い交差点周辺（最近傍領域）で確実な通信

ができれば，おおむね問題がないと筆者らは考えてい

る．加えて，本論文では，準近傍領域を図 2に示すよ

うに，停止線上流 50 mから 250 mの範囲としている

が，これを適切に設定することによって，最近傍領域

図 9 準近傍領域における必要情報取得率
Fig. 9 Ratio of received information necessary in a

quasi-nearest area.

の通信性能を劣化させることなく，準近傍領域の通信

性能を向上させる可能性がある．このより詳細な検討

は今後の課題とする．

これらの結果より，通信帯域幅と交通量の観点から

基地局の設置効果を確認し，特に交通量が大きい交差

点の最近傍領域において基地局の設置効果が高いこと

を示している．以上より，マルチクラスゾーン ITS情

報通信方式の効果を示している．

6. む す び

本論文では，マルチクラスゾーン ITS情報通信方式

を提案した上，車両の安全を目的とする通信の性能評

価において一般性が高くなるよう考慮して評価方法を

規定し，これを用いてマルチクラスゾーン ITS情報通

信方式の基本性能を評価し，基地局の設置効果の検証

を行った．

提案方式は，小さな通信帯域幅で安全のための高品

質な通信を実現するために，交差点特有の事故が発生

しやすい領域を考慮し，3種の通信領域において役割の

異なる通信 (TDMA，Slotted ALOHA，CSMA) を

行う車車間・路車間統合通信である．本論文では，車

両の安全を目的とした通信の性能評価のために，他車

両との中心座標の距離が 2 s以内に一瞬でも 5 m以内

になると予測される車両を他車両と衝突可能性が高い

車両と定義した上，これに基づき，短時間で他車両と

衝突可能性が高いと判定された車両の衝突回避に必要

な情報の取得率を評価指標として用いた．マルチクラ

スゾーン ITS情報通信方式評価用シミュレータを構築

し，このシミュレータを用いて通信性能評価を行った．

その結果より，数種の交通状況において，通信帯域幅
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と最近傍領域における必要情報取得率の関係を示した．

提案方式は，本論文で仮定した通信環境下において，

主道路両側 5車線・従道路両側 3車線の交差点に基地

局を設置する場合，必要情報取得率 80%を満たす通信

帯域幅が 6 MHz程度から 3 MHz程度へ，90%を満た

す通信帯域が 13 MHz から 3.5 MHz 程度へ減少する

ことを明らかにした．平均車両密度 55 Veh./km/lane，

通信帯域幅 3.5 MHzの場合に，基地局の設置による必

要情報取得率の向上は最大となり，必要情報取得率約

70%から約 90%に向上することを明らかにし，特に交

通量の大きい交差点において基地局設置効果が高いこ

とを示した．以上より，マルチクラスゾーン ITS情報

通信方式の効果を示した．

今後の課題として，マルチクラスゾーン ITS情報通

信方式の最適な準近傍領域の幅の検討を含めたより詳

細な評価や検討や，シャドーイングや電波伝搬を含め

た性能評価がある．
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